「何故自治基本条例が必要か」についての討議要綱

1、 緑とごみ問題についての討議を通じて、「市民参画と市民、議会、市の三者協働」の大切さを学びとり、自治基本条例の必要性を明らかにしましょう。

今回の討議は、鎌倉の緑とごみの問題を素材にしての討議を通じて、鎌倉にとって何故自治基本条例が必要かを明らかにしようとするものです。

鎌倉の緑とごみの問題は、多くの失敗と貴重な成果を残しており、鎌倉市政の今後のあり方に重要なヒントを与えています。中でも次の二つは、特に教訓的です。一つは、市が直面している大きな課題の解決は、市民の踏ん張りによって成し遂げられていること、二つめに、市民参画のもと、市民、議会、市の三者が協働したとき、その力は大変大きいということです。

いま、私たちは、緑問題や少子、高齢化問題など、たくさんの難しい課題に直面しています。そしてそうであるだけに、私たちは、これらの教訓に学んで、市政のあり方を、市民参画と三者協働に基づく市政へと自己革新する必要があります。そしてこのために、いまはあいまいなままである「市民参画」と、「市民、議会、市の三者の協働」という重要な命題を、条例でその原則を明確にして市政の中にしっかりと位置づける必要があります。そしてこれが、自治基本条例の策定を必要とする最大の理由です。

緑とごみ問題についての討議を通じて、市民、議会、市がどんな役割を果たしてきたかを明らかにし、自治基本条例策定の必要性、重要性をみんなで確認しあいたいと思います。
２、半世紀に及ぶ「緑騒動」の教訓（資料１）

（１）鎌倉の緑保全に大きな役割を果たした市民

　　　めげることのない熱意と創意で道をひらく

　　　　・「御谷騒動」　日本初の「ナショナルトラスト運動」、古都保存法を生む

　　　　・広町の三度に及ぶ緑の大署名運動　6万筆、14万筆、22万筆　三大山林守る

（２）鎌倉の将来を展望した独自の構想、計画策定に努力

　　（ア）独自の構想、計画の大切さを知る

　　　　・「昭和の鎌倉攻め」で「鎌倉落城」といわれるほど緑を失う（資料２）

・法律遵守だけでは緑が守れない

　　　三大山林はすべて市街化区域、開発は「合法」

　　・鎌倉の将来構想や、計画、開発の規制対策の必要性を痛感

（イ）市民とともに独自の構想、計画、規制条例策定に真剣な努力、大きな成果

鎌倉市民憲章、基本構想、総合計画、みどりの基本計画

開発指導要綱、まちづくり条例、緑条例

鎌倉を守り、発展させるには、法律遵守だけの受動的行政克服が大切

（３）「対話から参加へ」、そして「参加から参画へ」

　　　市民は市政の「お客様」ではなく「主人公」

　　　　　市民の知らないところでたてられた「鎌倉攻め」

　　　　　緑を守る運動を通じて市民の自覚たかまる

　　　　　　当初、運動は「反対」運動　→　行政に意見　→　行政への参加　→　

　　　　　　行政への参画

　　　　　広町の運動＝反対運動　→　条例制定運動　→　条例案策定

　　　「市民の、市民による、市民のための市政」へ向かって前進

（４）市民、議会、市の三者協働こそ課題解決の原動力

　　　古都保存法＝市民が大運動、議員提案で根本策求める決議、市も県、国に要請

　　　三大緑地保全＝市民の大署名運動、様々な議会提案や決議、市の努力　

★緑問題は終わっていない

　　三大山林を保全する大きな成果はあったものの、古都保存法や首都圏近郊緑地保全法、都市緑地法等の指定を受けていない緑地帯であって保全をはかるべきところがたくさんあります。「みどりの基本計画」で「特別緑地保全地区指定予定地」、「保全配慮地区」とされている緑地の保全は万全ではなく、開発可能地区であるといえ、現に幾つか開発計画がたてられています。

３、ごみの教訓

　　　　　　　　　　　　

地球温暖化防止のため、ごみの焼却主義をやめ、資源化につとめる必要があります。鎌倉は、この立場から平成８年「ごみ半減都市宣言」をおこないました。ところがこの半減計画が計画通りすすまず、鎌倉は、一時、２万トンのごみ焼却を他市にお願いせざるをえないという全県最悪の状態になってしまいました。しかしその後の努力で、「ごみ半減都市宣言」にふさわしい成果をあげはじめ、今では、ごみ資源化率で全県一となっています。そしてこの成功の立て役者は市民であり、市民、議会、市の三者協働です。

（1） 現在の到達点　
資源化率４６％、焼却率６０％。全県トップ（資料３）

　　
	
	リサイクル率
	焼却率
	　備考

	
	平成８
	平成１３
	平成１６
	平成８
	平成１３
	平成１６
	平成２２

	鎌倉市
	5.5%
	42%
	46%
	93.1%
	78.3%
	60.4%
	40％以下へ

	県平均
	4.4%
	16%
	18%
	92,9%
	91.7%
	89.5%
	

	全国
	
	15%
	16%
	
	
	
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「神奈川県一般廃棄物処置事業の概要」より

· 上記の表に見るとおり、「ごみ半減都市宣言」を行った平成８年当時は、鎌倉も普通の都市なみでした。それが平成１６年には全県一となっています。

· 現在、生ごみのバイオガス化を決めており、これが実現されると、焼却率は４０％以下になります。（平成２２年稼働の予定）

· 今は燃やすしかない汚れた紙、紙おむつ、布団等の資源化技術も開発されており、この資源化が実現されると、理想の「焼却ゼロ」が射程距離にはいってきます。

· 鎌倉のごみ行政は、全県トップですが、全国都市間でもトップを走っているといえます。

（２）成功の要因

　

①市民が焼却主義克服の重要性を自覚し、分別、資源化に努めたこと

· 当初、「ごみは燃やすもの」という意識が強く残っており、分別はうまくいきませんでした。市民の自覚が高まるにつれ、上記の表に見るとおり前進。市民の自覚と実践こそ成功の最大の要因。

2 市民、議会、市の三者の協働

・議会から相次ぐ提案

・市も真剣な努力

・ごみの正確な組成分析を行い、分別、排出しやすい方式工夫

・ごみ半減ニュース

・小学校でのごみ学習
・ごみ種別資源化の推進

紙類リサイクル、植木剪定材の堆肥化、廃プラスチック類の分別・リサイクル

現在生ごみのバイオガス化を決定し準備中。

・鎌倉独自の協働関係　

・ごみ減量化等推進委員

・「ごみの減量化・資源化を求める市民会議」

４、緑とごみの教訓

　
　半世紀に及ぶ「緑騒動」や全県一の成果をあげているごみ問題は、自治基本条例策定に取り組んでいる私たちに次のような教訓を残しています。

1 住民参画こそ市政を改革し、前進させる原動力である
2 鎌倉の実状にあった独自の方針、計画、政策を持ってこそ、鎌倉の新たな発展の展望がひらける。

・全国共通の規範である法律遵守だけでは地域の実情にあった行政運営はできない。法律に基づきながら鎌倉の実状にあった計画、政策を持ち、努力を重ねることが大切である。

・国も地方自治体をしばる「機関委任事務」を廃止し、地方自治体に条例制定権の拡大を図っている。

3 市民参画と市民、議会、市の三者協働こそ市政発展の推進力である。

創意と活力ある新しい鎌倉のために

以上の教訓からも明らかなように、市民参画と三者協働は、市政運営の根幹をなす重要命題です。ところが、現在、この市民参画と三者協働をその重要性にふさわしく市政の中に位置づける法規上の規定は何もありません。国の法律や政府の指導に従う市政運営を求められた今まではそれで済んだかもしれません。しかし、いまや、鎌倉市政は、自主、自立の立場に立ち、独自の創意ある市政運営を行うことが求められています。それには、当然、この新しい立場に立った市政運営の規範が必要です。中でも、市政の主人公である市民の市政への参画、ならびに市民、議会、市の三者の協働についての基本原則を明らかにした規範が必要です。即ち、このことを中心の内容とする自治基本条例の策定が必要です。「何故自治基本条例が必要か」についての答えはここにあります。そしてこのような市政運営の新たな規範である自治基本条例の策定は、必ずや、市民とともに創意と活力ある新しい鎌倉をつくる転機となるでしょう。　　　

幸いなことに、国も、８月３１日に学んだように、地方自治体の自主・自立を推進する内容の法改正を行ないました。国も地方も変わるべき時を迎えているのです。

「基礎自治体」が自立した自治体として確立され、独自の発展を遂げるならば、地域の多様な発展が実現され、それは２１世紀の新しい日本をつくる強力な推進力になります。そして「緑騒動」やごみ問題は、鎌倉が、その先頭に立ち得る力量を持っていることを示しており、また、それを促しています。
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